
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際戦略総合特区の指定に関する要請 

―アジア№１航空宇宙産業クラスター形成特区― 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 23 年 10 月 

 

アジア№１航空宇宙産業クラスター形成特区推進協議会 



  

 長期のデフレや円高、東日本大震災等により、日本経済が厳しい状況にある

中で、新たな成長を遂げるためには、規制の特例措置や税制・財政・金融上の

支援措置等を総合的かつ集中的に講ずる総合特区制度が早急に実行される必

要がある。 

 とりわけ、「国際戦略総合特区」について、国は、指定数を５箇所程度を目

安とし、第１回の指定を年内に行うとしているが、日本経済が長期停滞から脱

し、力強い成長への道筋を確実なものとするためには、５箇所程度とされる指

定を年内に行い、速やかに政策資源を集中・実行することが必要不可欠である。 

「日本最強のモノづくりの中枢」として日本の成長を引っ張ってきた愛知・

岐阜地域は、将来的にも大きなポテンシャルを有しており、日本の成長を牽引

するにふさわしい地域である。我が国がアジア等との激しい競争に打ち勝つに

は、日本最強の産業集積という当地域の持つ強みを活かし、さらに強化してい

くことが必要であり、そのためには、地域一丸となった取組に加え、愛知・岐

阜地域への国際戦略総合特区の指定と国による総合的な支援措置が必須であ

る。 

以上のことから、政府におかれては、下記の措置を講じられるよう、強く要

請する。 

記 

 

 ① 国において創設された「総合特区制度」のうち、全国で５箇所程度とさ

れている「国際戦略総合特区」の指定を早急に行うこと 

 

 ② 次世代成長分野である航空宇宙産業の振興に取り組み、今後も我が国の

成長エンジンとして国際レベルでの競争優位性を持ちうる愛知・岐阜地域

を「国際戦略総合特区」に指定し、必要な措置を講じること 
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